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2C2 製造業の研究開発離れの 実態・波及・ 要因分析 

0 渡辺 千佛 ( 通商産業省 ) 

ェ ・序 詩 

日本のハイテクミラクルの 源泉は「技術進歩が 成長を促進し、 それがまた技術 
進歩を促す」という 好 循環のシステムにあ ると言われる。 企業の旺 盛な研究開発 
投資がこのシス チム を作り上げてきた。 だが、 今日、 バブル崩壊 下 における景気 

停滞の長期化の 中で、 企業の研究開発離れは 時とともに顕著化し、 その結果、 こ 
の 好 循環のシステムの 崩壊が懸念されるに 至っている。 本分析は、 製造業に視点 

を 据えて、 その実態・波及ならびに 要因について 明かにすることをねら い とする。 

2 . 美 雄 

図工は 、 ①第 2 次石油危機から 国 11.30 タ 

凍石油価格が 下落に転じる 直前まで 
9.65 X 

の 1979.1982 年、 ②石油価格下落から 
バブル経済に 突入するまでの 1983.19 

8. 16 Ⅹ 

86 年、 ③バブル期の 1987-1990 年、 ④ 
バブル崩壊後の 1991.1992 の 4 期間に 

おける製造業の 研究開発費支出 ( 実質 1.8 Ⅰ X 

べース ) の伸び率を見たものであ り、 

バブル期以降の 低迷傾向が伺われる。 
1979-82 1983-86 1987-90 1991-92 

このような傾向は、 とくに 9 2 年 以 

降 顕著に伺われ、 産業構造宮講会産業 山 ． ，                                       o イ R 圧 D                       

資金部会の調査 1) (1993 年 3 月 31 日時点、 ) 
ln lh0 」Ⅰ p Ⅰ n0 力 0 ⅠⅠ nu イ Ⅰ c ⅠⅠⅠ @n Ⅰ lndu さ t プア (lg79-1992)   

対前年度比Ⅱ れ Ⅰ・ 4% 。 、 93 年 キ付ス 
では、 製造業全体で、 Ⅰ 992 年には                                                                                                                                                                                                                                                                                           

0 .8% と ，聖域と言われた 研究開発費 
への蚕食を余儀なくされるに 至って い 

る 実相が伺われる ( 表土 ) 。 
T Ⅰ ble l Ch Ⅰ n Ⅰ e I Ⅰ t Ⅰ o[ RtD E Ⅹ Ip Ⅰ rrtdl ⅠⅠⅠ ち ln th Ⅰ J1 Ⅰ lP Ⅰ i さ力Ⅰ 

甘 Ⅰ nu@ Ⅰ 0t Ⅰア @n Ⅰ lndu さ t ⅠⅠ (1gg2 Ⅰ nd Ⅰ 9g3) 
- Ⅹ usln Ⅰ cu ⅠⅠ 0nl p Ⅰ lces 

3 . 要 因 1992  @ l933 Ⅰ 

企業の研究開発投資戦略は、 研究開 
  A l.4 ▲ 0. ち 

発費の売上高比率にマクロ・ 代表的な Ⅰ 皿 SiC 4%t0%l Ⅰ lS @nd Ⅱ !S1 ⅡⅠ ▲ 0 ． s ▲ 2,7 

傾向が伺われる 2) 。 また、 研究開発と                                                                       ▲ l.6 ▲ 0 ・ l 

生産との 好 循環を見るためにはこの 此 

率 と合わせて売上高の 拡大傾向も見る 巨                                                                                                                                                                 吉 SUrVeyM,rym コ 。 圭 9 Ⅰ 89 Ⅰ 4 。 ' 。 ， t,',' 
必要があ る。 
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図三は、 4 期間の研究開発袈の 増加 

率を 、 「生産拡大要因」 ( 売上の増大 )             

及び「企業戦略要因」 0 研究開発費の 売   10 9   

土貢比率 ) に分けて見たも・のであ り、 バ         

プル期においては、 「企業戦略要因」 は       

急 減し、 大半を「生産拡大要因」に 依存         

していたことが 鮮明に伺われる。 バブル 2- 

崩壊 期 においては、 「生産拡大要因」が     

  
        S a！…s   

激減し、 「企業戦略要因」がやや 持ち直 1979-82 l983-;8R 1987-90 l991 一 92 

したものの縮小均衡の 域を抜けていない。   

図二 は 、 売上高の増加に 対する資本・ 

  

労働及び技術ストックの 貢献を見たもの                                                                                                                                     
であ り、 バブル期における 研究開発費 支 パ """, 。 パ ""er ㏍ 鮒， 。 。 n 。 " Ⅲ・ ， "" 。                             

出の鈍化がバブル 崩壊 期 における技術 ス   
7 R Ⅱ   

トソク の鈍化に現れ 1) 、 資本・労働の 鈍         化と合わせて 売上の低迷の 一因となって e Ⅱ 
い ることがわかる。 このように、 バブル         

期 における研究 閲発 に対する「企業戦略       

要因Ⅰの減少 づ バブル崩壊後における 技     

街 ストックの鈍化 づ 売上増大への 貢献の   

減少 づ 「生産拡大要因の 減少 づ 研究開発 
  

  

の 低迷の構図が 伺われる。   

次にこのような 構図の ト リガ 一 を切っ づ 

た バブル期における「企業戦略要因」 減 - 。 

少の実態を分析する。 

酋互は 、 設備投資に占める 研究開発 投 ",.,                                                                                                                                                 @n え Ⅱ 0                 

姿 ( 研究開発費のうち 土地・建物・ 構築物 

  

略 における研究開発重視の 程度を端的に 

                                                                                                      二 [ndus ヒ rry (1976.911       

                                                                                                                                                                                                                        S9 90       ' 、 0.4 10.7 11.2 12.2 13.9 14.9 14.9 14.2 14.2 15.6 14.8 14.5 13.6 14.7 14.'1 15.2 

39.l 21.S   10.3 0 ・ g   24.7 
  
14.4           はけ 1 ㏄）・ 製 道八 業八 生 こ 7 お珂 け期 るに 研 お % けか 開開る 切 発 究 ち 商 発 業 の 化鈍 ィ ー こ ヒ 至に よ る ト る ト技 " パ術 ムス 3.3 ク 鈍化への 年とみられているので 影 岳は今後顕著 

に 現れることが 懸念される。 
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現すものであ る。 図 4 を見るとこの 割合 シ Ⅱ 
は 1887 年をピークに 大きく減少傾向に 転 

  
  

    
じており、 バブル期において 企業の故 資 

  
  

戦略は、 研究開発のよう・ な リスクを賭し   
    

た 将来に向けての 投至 よりも短期の 此 較 9 

的 安直な生産能力増強等の 投光 ビヘイビ 8 

アに 走ったことを 示している。 このよ う 7 

なビヘ イビアは 図 互に端的に伺われる。 6 

研究開発投資は 、 研究設備や機械・ 機 19 Ⅰ 97 メ 978197 ゴ門 98,1982,9 お 98 Ⅰ 98 ゴ 98 Ⅰ 98:98 「 蕊鰻 ，㏄，， 門 ㏄ 3 
器の整備に結果し、 それとともに、 具体 
的な研究活動が 開始されることになる。 プ l Ⅰ     Trends ln B き D lnves ⅠⅠ enl Sh ⅠⅠ e 0 Ⅰ tt o Ⅰ Tot Ⅰ l @n Ⅴも 綿 ⅠⅠ ent 

ln  七ち   Ⅰ p 皿 ne8e  ⅡⅠ nuf Ⅰ cturln Ⅰ ln 』 甘 8t ナ @  (lg76-l9g3)@  Ⅹ 

従って、 研究開発投光割合は、 一定の タ 
イムラグをもって 研究開発援の 売上高地                                           

1985 1986 1987 1988 1989 1990 199   1992 1393 

率 に反映することになる。 表 4 は両者の                             Bank 12.6 l   .9 l   .2 11.7 11.9 10.5 10.0 9. Ⅰ 10.o 
                      Council 10.7 11.4 12.8 12.3 10.0 10.5 10.3 9. Ⅰ       

相関を分析したものであ り、 ほとんどの                                                                                                                           

菜 程において、 ト U 年のタイムラグをお い 

て 売上高比率に 反映していることがわかる。 以上により、 研究開発投資割合から 

1.2 年先の売上高比率を 予見することができる ( 表旦 ) が、 これはまた先にみた バ 

プル期における「企業戦略要因」減少の 原因をも示すものであ る。 

    lnc Ⅰ ease @n p Ⅰ od り cti0n   

                Ⅰ ao Ⅹ C Ⅰ lP Ⅰ Icity 

      
                                  -0 59 + 0.66 ln(LaE2(RD/D) + 0 07 D 0 ．㏄ 0 1  59 1990=1     (22.86) は ． 5s) 

      0 ．㏄ 3 2 53 

    (12.96) 

                                                                @ Ⅰ P P 「 Ⅰ OdUC loVel Ⅰ ivity Ⅰ bo ダ                                     0 ． 0 Ⅰ + 0 30 1n(L スエ U( れ D/l)) ナ 0 ．， 2l B 0 ㏄ 7           1985-87.90%         (7 3 助 (4@ 14) 

                            @41 Ⅹ l0       ちⅩ R・                             -0 16 + 0 48 IntLaeKRo/D)   0  32  D 0 ・ 鱗 3 1 C8 1978,7 肚 1 
    (10.87) (.5 39) 

                                    ⅡⅠ inten Ⅰ nce                                                                                             0 ㏄ 6 1  51 198@,90 円 

(8@ 74) (2@ 60 

                                                                                                                                                                                                                                                      Othe Ⅰ ち 

    

    
    1 Ⅱ /S)@                                                                                                                         

            ⅠⅠ n 甘 f Ⅰ c Ⅰ u Ⅰ lnllnd ⅠⅠ l Ⅰ ny(l3 Ⅰ cs-lent)lnlh ち 」Ⅰ p Ⅰ n のⅠ 0 (HD/I)                                                                                                     
「企業戦略要因」減少の 他の原因は・ 「名目と実質の 錯覚」にもあ る。 企業は 
一般に名目の 数字を見て生きている。 それが減り始めると 猛烈にあ わてる。 研究 
粟の売上高地平もその 典型であ る。 ほとんどのハイテク 企業はその数字を 減らさ 

ないように努めてきた。 だが、 研究費と売上高の ヂ フレータ一の 違いにより ( 図 6 、 

図 7 ) 、 この数字の実質値は 名目 値 より低めに推移しており、 多くの業種では 既に 
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伸び率は既にバブル 期におい 
てマイナスになっていた ( 国立 ) 

ことに気がつかなかった。 言う 

までもなく研究開発の 成長への 

貢献は実質 値 べ ー スの次元であ 

り、 この限りにおいて 名目 値に 

固執してもあ まり意味がない。 

「企業戦略要因Ⅰの 実質的減少 
の一因はここにもあ る。 
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1.9g 

1.95 
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1.g@ 

l.g8 

1.84 

1.@3 

1.8c 

l.g4 

1.@G 

1.9@ 

2.0G 

Z.@@ 

2.3g 
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2.69 
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3.o3 

  
3. 10   

    

@ .92 
1.@4 

1.g2 

2. 15 

2.28 

2.34 

@. Ⅰ 0 
  
2.9G 

2.9s 

2.g9 

3.03 

3.05 

3.09 

3. l   
3@ - R&D I n に                   
2.9                                                   
2.8 

2.7 

2.6 

2.5 

2.4 - 
2.3 - 帝 l り al           色 [i 腱 l0 
2.2 一 

2. l 
  

  

  

l965 。 l967 。 19,59. ㎡， 7l. ㎡ 73.19775, ㎡・ 77,19779,l9a8@,l993 。 l585, ㎡ 987.19889, ㎡ 9     

の 減少は研究開発の 量的な側面 

ほ とどまらず、 各種の質的な 側 ;                                                                                                                                   す 面） も め の し き 形 姿 を も た ，ら )n(B/S)・ <＾ ． C51n(Lat2(RD/l))・ 20 号 3 1988,90=1 D 

第 Ⅰは取り組み 研究の性格の 変 
(26.68) (3.94) 

化であ る。 表 6 は製造業主要 業                                                                                                                                                                                                                                                                             

種の研究費売上高比率と 基礎研 
究 比率との相関を 分析したもの ， ， 2     
であ る。 分析したすべての 業種 

122 

において両者の 相関が大きく 売 
        

上高 比率の減少は、 基礎研究の 

削減すなわち 応用・開発シフト 

をもたらすことが 伺われる。 景 

気の低迷・研究開発の 縮少は必 

然的に短期間に 業績の改善にっ 

ながる応用・ 開発研究に走る 傾 

              
    

      

    
  @""-------- 一一一 -""     
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貢献を果たすことを 

。 従って、 売上高地 

この面にも めゆ しき 

らすことが懸念される 

1990-92 年の企業の ェ 

究 開発費の増加率の 

たものであ り、 企業 

上 高 比率の減少と 軌 

この分野の研究の 低 
めろ。 

に研究費売上高比率 

の 減少は企業の 研究開発目的を 
生産直結型のものにシフトさせ、 

環境や ヱ ネルギ一等の 公共的性 

格の強い研究開発から 離れてい 
くことをが 醸志 させる。 

第 3 は研究人材への 波及であ 

る。 企業における 研究開発費の 

削減は、 研究者の削減や 転用に 
波及する。 表 1 1 はそのような 

兆候を端的に 示しており、 我が 

国の世界にほこる 研究開発と生 

産 との間の好循環のシステムの 

破綻が強く懸俳される。 

5 . 考 案 

企業の研究開発離れの 要因と 

しては以上の 他、 半導体や、 家 

電や自動車等に 代表的に見られ 

るような構造的サイクルに 起因 

するものもあ る。   
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                                                                      0.14 D 0 ・ ee2 Ⅰ・ⅠⅠ                   

(9.45) (2.87) 

  
                                                                          0.30 0 0 ・ d ⅠⅠⅠ・Ⅰ 5 1 ⅠⅠⅠ     

(7.79) (-3.28)   
                          Ⅰ -2   3G                                 0.<3 D 0 ・Ⅰ SS z,.57 1 Ⅰ 7 Ⅰ           

(6.40) (-2.06)   
                                                                        0.20 D 0 ． D Ⅰ 5 Ⅰ． Z6 10 Ⅰ 3           

(G ． 3G)     
                                                                              US)   0.C0 U ひ ・Ⅰ サリ l. 79                     (-U. じ @) 

                                                                                                                                    ( Ⅹ )   
                                            ly (1385 c                                                         
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      lll(E7l1ll) = 2.00                                                                                               43.2         23.0 100 (-13.24) (-7.36)                           
                                      22.1 49.・                   100 l979 Ⅱ 

                                                                3%. Ⅰ                   100   

れ /S                                                                               

， ? Ⅱ 且 ?;A0 「 8 打 近 Ⅰ ;  」 0                                   (valid             76)｜y゛UST｛f々ITI 
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Tedinoloory in 曲 e Japa@@se Hanul 淀 turinc Ildustry  (l 打 G- ㏄ ) 

1990 1991 1992 

En 七ア 亡ノ R ム D                                                                                       37.7 26.9 14. Ⅰ 

In  ERT               (2.@ の                 (3.70)           (1.29)           (1.34)   り ・ レ J ⅠⅠ・ S4             
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いずれにせよ、 今日の景気停滞局面下において、 研究開発にリスクマネーを 投ず 
ることは企業経営上容易なこ と で は な レ だが、 日本の製造業が 営々として構築 
してきた「技術進歩が 成長を促進し、 それがまた技術進歩をもたらす」という 好 
脩環の システムは今の、 一時の難局に 屈して破綻させるようなことがあ れば、 将 
来 再び構築することは 至 薙の技であ る。 このような時にこそ 他国の追随をゆる さ 
ない日本企業の 長期展望に立った 経営哲学が問われ、 また、 政府も 「世界の財産」 
たる 好塘環 システムを維持すべく、 産業技術予算のカンフル 効果が極めて 大きい 
( 森上 2) こと等を早期しっ っ 、 企業の研究開発 投 糞 な 奮起させる機動的な 施策を 
重点的に傾注することが 必要であ る。 
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